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経済の動き

１　中小企業経営者の高齢化
　我が国の企業数の99.7％を占める中小企業

は、平成11年（484万社）から26年（381万社）

までの15年間に100万社以上減少した。減少数

がピークであったリーマン・ショック後も緩や

かではあるが中小企業数は減少傾向にある。

　また、中小企業経営者の高齢化も進んでおり、

中小企業庁が公表した「事業承継ガイドライン」

（平成28年12月）によると、中小企業経営者

の年齢層は７年には50～54歳が最も多かった

が、27年には65～69歳に移ってきている（図

表１）。中小企業経営者の引退年齢は、平均では

67～70歳程度であるため、今後５年程度で多く

の中小企業が事業承継のタイミングを迎えるこ

とが想定されている。

２　後継者不足の深刻化
　中小企業経営者の高齢化が進む中、自社の将

来性に不安を感じ、廃業を検討している経営者

が増えている。日本政策金融公庫総合研究所が

実施した「中小企業の事業承継に関するインター

ネット調査」（平成28年２月）によると、60歳

以上の経営者のうち、半数以上が廃業を予定し

ていると回答している。

　廃業予定企業の廃業理由をみると、「当初から

自分の代でやめようと思っていた」が最も多く、

次いで「事業に将来性がない」となっている（図

表２）。さらに「子供に継ぐ意思がない」、「子供

がいない」、「適当な後継者が見つからない」な

ど後継者難を理由とする回答が28.6％を占め

ており、後継者不足も深刻な状況となっている。

県内企業の事業承継に関する動向について
　中小企業経営者の高齢化が進み、今後５年程度で多くの中小企業が事業承継のタイミングを迎え
ようとしている。中小企業に蓄積された技術やノウハウを次世代に受け継ぎ、世代交代によるさら
なる活性化を実現するために、円滑な事業継承は極めて重要な課題である。しかし一方で、休廃業・
解散した企業が昨年２万9,500件を超えて過去最多を記録するなど、後継者不足が深刻化している。
本稿では、中小企業の事業承継を取り巻く現状や課題を考察するとともに、当研究所が県内企業に
行ったアンケート調査結果に基づき、県内企業の事業承継に関する動向についてまとめてみた。

図表２　廃業予定企業の廃業理由

資料：日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の事業承継に関するインターネット調査」（再編・加工）
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図表１　中小企業経営者の年齢の推移

資料：中小企業庁「事業承継ガイドライン」、（株）帝国データバンク「COSMOS2（企業概要ファイル）」（再編・加工）
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３　企業の休廃業・解散の状況
　実際に後継者不足や事業の将来性を考慮し、

経営が行き詰まる前に自主的に廃業を選択する

ケースも増加傾向にある。民間調査機関の東京

商工リサーチによると、平成28年に休廃業や自

主的に解散した企業は、前年比8.2％増の２万

9,583件に達し、25年に記録した２万9,047件

を上回り、過去最多となった（図表３）。

　一方、倒産した企業はここ数年右肩下がりで

減少し、昨年の倒産件数は8,446件とバブル期

の２年以来の低水準となった。休廃業・解散件

数は倒産件数の３倍以上の水準に達しており、

このままでは企業が保有している技術やノウハ

ウが喪失してしまい、またそこで働く従業員も

雇用の場を失うことになる。望まぬ廃業を防ぐ

ためにも、円滑な事業承継が喫緊の課題となっ

ている。

４　事業引継ぎ支援事業
　こうした状況の中、国は平成23年度から後継

者不在に悩む経営者に対して「第三者への承継

（引継ぎ）」を支援するため、全国に事業引継ぎ

支援センターを設置し、支援を行っている。同

センターでは、事業引継ぎに関する様々な情報

提供・助言等を行っているほか、後継者不在の

事業者と後継候補者のマッチング業務等も行っ

ている。事業開始以降、相談件数、成約件数と

もに年々増加しており、23年10月～29年３月

までの累計で相談件数は16,988件、成約件数は

791件に上る。

　秋田県の事業引継ぎ支援センターは、秋田商

工会議所が国の委託を受けて26年４月に設置

した。全国と同様に本県の相談件数も年々増加

しており、東京や大阪など大都市に次ぐ規模と

なっている。相談件数は29年10月25日までの

累計で1,015件となり、開設３年半で千件を超

えた。内訳は事業譲渡257件、事業譲受240件、

親族内承継331件、従業員承継100件、その他

相談87件となっている。また、これまでの成約

件数は34件で、今年度は上半期だけで12件に

上る。内訳は卸小売業、サービス業がそれぞれ

10件、製造業７件、建設業４件、飲食業２件、

社会福祉業１件となっている。

　同センターでは、県内５か所に相談員を配置

し、相談者の掘り起こしに努めているほか、商

工団体や金融機関、創業支援機関等などによる

紹介も増えてきている。今後もさらなる相談者

の掘り起こしと、事業承継に関する関係機関の

連携体制の強化・拡充を図る方針である。

５　県内企業の事業承継に関するアンケート
調査
　当研究所では、県内の事業承継に関する動向

を調査するため、次の調査要領にて県内の企業

を対象にアンケートを実施した。

図表３　企業の休廃業・解散件数と倒産件数の推移

資料：東京商工リサーチ「休廃業・解散企業」動向調査
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〈調査要領〉
１　調査方法　　　郵送によるアンケート方式
２　調査時期　　　平成29年11月7日～22日
３　調査対象　　　県内企業285社
４　回答企業　　　173社
５　回答率　　　　60.7%
　　（業種内訳）　　製造業 80社
　　　　　　　　　非製造業 93社
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（１）経営者の年齢
　はじめに県内企業の経営者に現在の年齢を

尋ねたところ、「60歳代」と回答した割合が

39.3％と最も多く、次いで「50歳代」（24.9％）、

「70歳以上」（17.3％）、「40歳代」（16.2％）、

「40歳未満」（2.3％）の順となっている（図表

４）。また、「60歳代」と「70歳以上」を合わせ

た『60歳以上』の割合は56.6％と、全体の５割

超を占めており、本県の経営者の年齢も高齢化

している状況が窺える。

（２）今後の事業運営方針
　次に、今後の事業運営方針について尋ねたと

ころ、「拡大したい」（52.0％）と「現状を維持

したい」（41.6％）が合わせて93.6％と大勢を

占めた（図表５）。一方、「縮小したい」は４社

（2.3％）、「わからない」は３社（1.7％）の回

答にとどまり、ほとんどの経営者は、自身が経

営を担う間、今後も事業を維持・拡大させたい

と考えている。なお、「廃業したい」とする回

答はなかった。

（３）経営者を引退した後の事業運営方針
　経営者は将来的な事業運営方針について、ど

のように考えているのだろうか。自身が引退し

た後の事業運営方針について尋ねたところ、９

割近くが「事業を継続させたい」（87.9％）と回

答した（図表６）。一方、「まだ決めていない」

（8.7％）との回答も１割弱あるが、自身の引退

とともに廃業する「事業をやめたい」は３社

（1.7％）の回答にとどまり、大半は後継者に現

在の事業を続けてほしいと考えている。

（４）引退後も事業を継続させたい理由
　経営者自身が引退した後も事業を継続させ

たい理由としては、「従業員の生活を守るため」

（96.1％）が最も多く、全体の９割超を占めて

いる（図表７）。以下、「地域社会への貢献を果

たすため」（75.7％）、「取引先への責任を果た

すため」（67.8％）、「技術・ノウハウを守るため」

（37.5％）などが続いた。

図表５　今後の運営方針（ｎ＝173）

52.0 41.6 2.3

1.72.3

拡大したい 現状を維持したい 縮小したい わからない その他

100％20％ 40％ 60％ 80％0％

図表６　経営者を引退した後の事業運営方針（ｎ＝173）
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1.71.7

100％20％ 40％ 60％ 80％0％

事業を継続させたい まだ決めていない 事業をやめたい その他

図表４　経営者の年齢（ｎ＝173）
2.3％
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図表７　引退後も事業を継続させたい理由（複数回答）
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（ｎ＝152）
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（５）引退後の事業継続を決めていない理由
　一方、引退した後の事業運営方針について、

「まだ決めていない」と回答した経営者にその

理由を尋ねたところ、「事業の先行きが不透明な

ため」（53.3％）が最も多く、「まだ決める必要

がないため」（33.3％）、「後継者を確保できるか

わからないため」（26.7％）が続いた（図表８）。

（６）後継者の決定状況
　現時点における後継者の決定状況について

は、「決まっている」（26.3％）と「予定者がい

る」（25.1％）が合わせて51.5％となったが、「決

まっていない」とする回答も48.5％となり、決

定状況はほぼ同数となっている（図表９）。

　年齢別にみると、「40歳未満」、「40歳代」、「50

歳代」では、「決まっていない」とする回答の割

合が最も多い。一方、「60歳代」、「70歳以上」

では、「決まっている」、「予定者がいる」とする

回答の割合が高くなっているものの、「60歳代」

では３割、「70歳以上」では４割の経営者がま

だ「決まっていない」状況にある。

（７）事業承継の予定時期
　後継者が「決まっている」または「予定者が

いる」と回答した経営者に事業承継の予定時期

について尋ねたところ、「今後３～５年」

（26.4％）が最多となり、次いで「今後５年以

上先」（25.3％）、「未定」（23.0％）、「今後１～

３年」（20.7％）、「今後１年以内」（4.6％）の順

となっている（図表10）。

　年齢別にみると、「40歳代」では「今後５年

以上先」（42.9％）と「未定」（42.9％）が最も

多く、「50歳代」では「今後５年以上先」が５

割弱を占めている。「60歳代」では「今後３～

５年」（39.1％）が最も多く、「70歳以上」にな

ると「今後１～３年」が５割超を占めている。

（８）事業承継先
　また、事業承継に際しどのような人を後継者

にしたいと考えているか尋ねたところ、「子供」

（61.6％）が最も多く、「子供以外の親族」

（8.1％）と合わせると、経営者の親族がほぼ７

割を占めている（図表11）。「親族以外の役員・

従業員」（27.9％）は３割弱となり、「社外の第

三者」とする回答はなかった。

図表８　引退後の事業継続を決めていない理由（複数回答）

60％20％ 40％0％

事業の先行きが
不透明なため

まだ決める必要が
ないため

後継者を確保できるか
わからないため

（ｎ＝15）

53.3

33.3

26.7

図表11　事業承継先（ｎ＝86）

61.6 27.9 8.1

2.3

子供 親族以外の役員・従業員 子供以外の親族 その他

100％20％ 40％ 60％ 80％0％

全体（ｎ＝171）

40歳未満（ｎ＝4）

40歳代（ｎ＝27）

50歳代（ｎ＝43）

60歳代（ｎ＝67）

70歳以上（ｎ＝30）

図表９　後継者の決定状況

100％20％ 40％ 60％ 80％0％

決まっている 予定者がいる 決まっていない

26.3 25.1 48.5

33.3 23.3 43.3

35.8 32.8 31.3

18.6 20.9 60.5

11.1 18.5 70.4

100.0

全体（ｎ＝87）

40歳代（ｎ＝7）

50歳代（ｎ＝17）

60歳代（ｎ＝46）

70歳以上（ｎ＝17）

図表10　事業承継の予定時期

100％20％ 40％ 60％ 80％0％

4.6 20.7 26.4 25.3 23.0

11.8 52.9 5.9 29.4

17.4 39.1 23.9 19.6

5.9 5.9 23.5 47.1 17.6

14.3 42.9 42.9

今後1年以内 今後１～３年 今後３～５年 今後５年以上先 未定
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（９）後継者が決まっていない理由
　前項（６）の後継者の決定状況において、後

継者が「決まっていない」と回答した経営者に

その理由を尋ねたところ、「まだ決める必要がな

い」（39.0％）が最多となった（図表12）。一方、

「適当な後継者が見つからない」（20.7％）、「現

在候補者を探している」（12.2％）など後継者不

足を理由とする回答が合わせて32.9％となっ

たほか、「後継者はいるが、本人がまだ若い」

（9.8％）、「複数の候補者がいて、絞り込めてい

ない」（7.3％）、「候補者はいるが、本人の承諾

を得ていない」（4.9％）などの回答が合わせて

22.0％となるなど、後継者が決まっていない経

営者の５割超が後継者難に直面している。

（10）後継者を決定する際に重視すること
　後継者を決定する際に重視することとしては、

「決断力・実行力が高い」（75.9％）が最多とな

った（図表13）。以下、「リーダーシップに優れ

ている」（71.2％）、「従業員からの人望がある」

（35.9％）、「コミュニケーション能力が高い」

（27.1％）などが続いた。後継者に求められる

資質には人間性・社会性、知識・教養、コミュ

ニケーション能力など多岐に渡るが、総合的な

人間力が備わった人物が、後継者の理想像とな

っている。

（11）事業承継を進めるうえでの課題
　事業承継を進めるうえでの課題について尋ね

たところ、後継者が「決まっている」、「予定者

がいる」と回答した経営者は、「後継者を支える

人材の育成」（86.4％）が最も多く、後継者が「決

まっていない」と回答した経営者は「後継者の

育成」（77.8％）が最も多かった（図表14）。

　また、「取引先との関係維持」、「相続税・贈与

税への対応」など具体的な対策への回答は、後

継者が「決まっている」、「予定者がいる」と回

答した経営者の方が、「決まっていない」と回答

した経営者に比べ多かった。

図表14　事業承継を進めるうえでの課題（複数回答）

100％20％ 40％ 60％ 80％0％

後継者を支える
人材の育成

取引先との関係
維持

相続税・贈与税
への対応

事業承継後の事
業計画の策定

金融機関との関
係維持

借入金・保証債
務の整理

自社株式・事業用
不動産の譲渡

相談相手がいない

後継者の育成　

86.4
75.3

67.0
77.8

45.5
44.4

34.1
25.9

34.1
27.2

33.0
27.2

29.5
24.7

22.7
22.2

3.4
2.5

後継者が決まっている・予定者がいる（ｎ＝88） 
後継者は決まっていない（ｎ＝81）

図表13　後継者を決定する際に重視すること（３つまで複数回答）

80％20％ 40％ 60％0％

決断力・実行力
が高い

リーダーシップ
に優れている

従業員から人望
がある

コミュニケーション
能力が高い

人脈・ネットワーク
づくりに長けている

財務・会計知識
に強い

専門知識に優れ
ている

経営者の親族で
あること

その他

（ｎ＝170）

75.9

71.2

35.9

27.1

26.5

22.4

20.0

12.9

1.8

図表12　後継者が決まっていない理由

40％10％ 20％ 30％0％

まだ決める必要
がない

適当な後継者が
見つからない

現在候補者を探
している

候補者はいるが、
本人がまだ若い

複数の候補者がいて、
絞り込めていない

候補者はいるが、本人
の承諾を得ていない

その他

（ｎ＝82）

39.0

20.7

12.2

9.8

7.3

4.9

6.1
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（12）事業承継の準備状況
　現時点における事業承継の準備状況について

は、「準備している」（36.6％）と「準備してい

ない」（36.6％）が同数となり、次いで「現時点

では準備の必要がない」（23.3％）の順となった

（図表15）。

　年齢別にみると、「40歳未満」、「40歳代」で

は「現時点では準備の必要がない」とする回答

の割合が最も多く、「50歳代」では、「準備して

いない」の割合が最も多い。「60歳代」、「70歳

以上」になると、「準備している」とする回答の

割合が高くなり、「70歳以上」では５割超が「準

備している」状況にある。

（13）事業承継の準備をしている内容
　事業承継の準備をしている経営者は、具体的

にどのような準備をしているのか。事業承継の

「準備している」と回答した経営者にその内容

について尋ねたところ、「後継者を支える人材の

育成」（63.5％）が最も多く、次いで「後継者の

育成」（60.3％）となった（図表16）。この２つ

の項目については、前項（11）の事業承継を進

めるうえでの課題でも上位に挙げられており、

経営者は『人材育成』を重視していることが窺

える。以下、「相続税・贈与税への対応検討」

（44.4％）、「取引先との関係維持」（42.9％）、

「自社株式・事業用不動産の移転方法の検討」

（39.7％）などが続いた。

（14）Ｍ＆Ａなど企業の売却・譲渡の検討
　事業承継を検討する中で、親族に後継者が見

つからない場合や、従業員に会社を継がせるこ

とが困難な場合、Ｍ＆Ａなど企業の売却・譲渡

は有力な選択肢となり得る。近年、こうした後

継者難を背景に、中小企業を対象にしたＭ＆Ａ

が増えているが、県内企業の経営者はどのよう

に考えているのだろうか。Ｍ＆Ａなど企業の売

却・譲渡について検討したことがあるか尋ねた

ところ、「検討したことはない」（88.9％）が９

割弱と圧倒的に多く、「検討したことがある」

（11.1％）は少数にとどまった（図表17）。

　後継者の決定状況別にみると、後継者が「決

まっていない」と回答した経営者の方が、「決ま

っている」、「予定者がいる」と回答した経営者

に比べ、「検討したことがある」割合がやや多い。

図表17　Ｍ＆Ａなど企業の売却・譲渡の検討　

検討したことがある 検討したことはない

100％20％ 40％ 60％ 80％0％

全体（ｎ＝171）

後継者が決まっている（ｎ＝45）

予定者がいる（ｎ＝42）

後継者が決まっていない（ｎ＝82）

11.1

8.9

9.5

13.4

88.9

91.1

90.5

86.6

図表15　事業承継の準備状況

100％20％ 40％ 60％ 80％0％

36.6 36.6 23.3

56.7 30.0 10.0 3.3

1.5

9.3

3.5

44.8 34.3 19.4

20.9 46.5 23.3

21.4 35.7

25.0 25.0

42.9

50.0

準備している 準備していない 現時点では準備の必要がない その他

全体（ｎ＝172）

40歳未満（ｎ＝4）

40歳代（ｎ＝28）

50歳代（ｎ＝43）

60歳代（ｎ＝67）

70歳以上（ｎ＝30）

図表16　事業承継の準備をしている内容（３つまで複数回答）

80％20％ 40％ 60％0％

後継者を支える
人材の育成

後継者の育成

相続税・贈与税
への対応検討

取引先との関係
維持

自社株式・事業用不動産
の移転方法の検討

金融機関との関
係維持

事業承継計画の
策定

親族間の相続問
題の調整

借入金・債務の
圧縮

その他

（ｎ＝63）

63.5

60.3

44.4

42.9

39.7

30.2

27.0

6.3

19.0

1.6
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（15）企業の売却・譲渡を検討するに当たって
重視すること
　Ｍ＆Ａなど企業の売却・譲渡を「検討したこ

とがある」と回答した経営者に検討するに当た

って重視することを尋ねたところ、「従業員の雇

用維持」（77.8％）が８割弱と最多となった（図

表18）。以下、「企業の更なる発展」（66.7％）、

「自社技術の活用・発展」（44.4％）、「会社債務

の整理」（27.8％）などが続いた。

６　アンケート調査結果のまとめ
　以上、県内企業の事業承継の動向について、

アンケート調査により現状を明らかにしてきた。

多くの経営者は自身の引退後も事業を継続させ

たいと考えているものの、後継者が決まってい

ない経営者は全体の約半数に上った。さらに、

このうち半数以上が適当な後継者が見当たらな

いなど後継者の確保が困難な状況となっている。

　また、事業承継をするうえでの課題について

は、経営者は後継者や後継者を支える人材の育

成を重視している。事業承継は、誰かに事業を

承継することが目的ではなく、技術やノウハウ

を次世代に受け継ぎ、承継後も企業が維持・発

展していくことが最も重要である。円滑な事業

承継を行うためにも、経営者は人材育成を最優

先課題と考えているものと思われる。

　一方、Ｍ＆Ａなど企業の売却・譲渡を検討し

たことのある経営者は少数にとどまった。後継

者が見当たらないなど後継者の確保に苦慮して

いる経営者は、社外の第三者への承継も選択肢

として考慮すべきであろう。

７　円滑な事業承継を行うために
　円滑な事業承継を行うためには、どのような

準備を心掛けたらよいのだろうか。中小企業庁

の「事業承継ガイドライン」には、事業承継の

ステップを①事業承継に向けた準備の必要性の

認識、②経営状況・経営課題等の把握（見える

化）、③事業承継に向けた経営改善（磨き上げ）、

④事業承継計画策定、⑤事業承継の実行、とい

う５段階に分け、10年後を見据えて進めていく

ことが望ましいとしている。事業承継は、後継

者の育成、事業・資産の引継ぎなどに長い時間

を要するため、計画的な取り組みが必要となる。

準備期間には最低でも５～10年程度は必要と

なるため、経営者の年齢が60歳に達した頃には

準備に着手する必要がある。

　また、事業承継をサポートしている支援機関

を活用することも有効である。県内には前述し

た秋田県事業引継ぎ支援センターのほか、秋田

県商工会連合会、金融機関などでも相談に応じ

ている。より専門的な内容については、税理士

や弁護士に相談することも必要であろう。

　平成30年度税制改正で中小企業の事業承継

を促す税優遇策が拡充される見通しにあるが、

こうした国の制度もさらに充実させ、円滑な事

業承継が行われることを期待したい。 （山崎要）

図表18　企業の売却・譲渡を検討するに当たって重視すること（３つまで複数回答）

80％20％ 40％ 60％0％

従業員の雇用維持

企業の更なる発展

自社技術の活用・発展

会社債務の整理

経営理念の継承

企業の譲渡売却価格

　　社名の維持

自社取引先との
取引継続

その他

（ｎ＝18）

77.8

66.7

44.4

27.8

16.7

11.1

11.1

11.1

5.6
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